育児休業規程

制定   ●●●●年 ●月　●日

改定　２０２１年　１月　１日
（目　　的）　

第　１　条　この規程は、育児休業及び育児のための所定外労働・時間外労働・深夜業の制限および所定労働時間の短縮、子の看護休暇等の措置に関する事項を定めたものである。

（対 象 者）

第　２　条　育児休業取得を希望する男女従業員であって、満１歳（第３条第２項に該当する場合には１歳２ヵ月）に満たない子を養育する者は、この規程に定めるところにより育児休業を取得することができる。但し、下記の各号に該当する従業員は対象外とする。

１．勤続満１年未満の者

２．申出の日から１年以内に雇用関係が終了する者

３．週の所定勤務日数が２日以下の者

②　期間契約従業員は申し出時点において、次のいずれかに該当する場合には対象外とする。

１．勤続満１年未満の者

２．子が１歳６カ月になるまでに労働契約が満了し、更新されないことが明らかである者
（育児休業の期間）

第　３　条　育児休業の期間は、原則として、当該子に対して１回、満１歳に達する日（１歳の　　　　　　誕生日の前日）までを限度として本人が申し出た連続した期間とする。（以下、育児休業することを会社に申し出た従業員を申出者という）

②　次の要件をすべて満たす場合に限り、子が１歳２ヵ月に達する日までを限度とす　　ることができる。但し、取得できる育児休業期間は１年間とし、従業員本人が出産　　した場合は、産後休暇も通算される。

１．当該子に対して、父母ともに育児休業を取得すること。
２．従業員の育児休業開始(予定)日が、子の１歳の誕生日より後でないこと。
３．従業員の育児休業開始(予定)日が、その配偶者の育児休業開始日より前でないこと｡
③　子が１歳に達する日において育児休業中の従業員（または配偶者が育児休業中の　　従業員）は、次のいずれかの事情がある場合に限り、子の１歳の誕生日（第３条第２項の場合には、子が１歳２ヵ月に達する日までの育児休業終了日の翌日）から　　　　　　１歳６ヵ月に達する日までの間で必要な日数について育児休業を延長（または開始）することができる。

１．保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合

２．従業員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳以降育児に当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養育することが困難になった場合

④　子が１歳６ヵ月に達する日において育児休業中の従業員（または配偶者が育児休　　業中の従業員）は、次のいずれかの事情がある場合に限り、子の１歳６ヵ月誕生日　　応当日から２歳に達する日までの間で必要な日数について育児休業を延長（または　　開始）することができる。

１．保育所に入所を希望しているが、入所できない場合

２．従業員の配偶者であって育児休業の対象となる子の親であり、１歳６ヵ月以　降育児に当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により子を養　育することが困難になった場合

⑤　子の出生日から８週間以内に、育児休業を開始し終了している従業員は、再度の　　育児休業を申し出ることが出来る。但し、従業員本人が出産する場合は、当該期間　　が産後休暇にあたる為、この限りではない。

⑥　会社は、育児・介護休業法の定めるところにより育児休業開始予定日の指定を　　行うことができる。

⑦　育児休業期間中に次の事態が生じた場合には、育児休業は終了する。

１．従業員が産前産後休暇又は新たな育児休業が始まったこと

２．子を養育しないこととなった場合（子の死亡、養子の離縁または養子縁組の解消、子の別居）

３．従業員が長期の病気等により子を養育することができない状態になった場合
４．子の年齢が、第３条第１項、第２項、第３項、第４項における限度期限に達した場合

（申出の手続等）

第　４　条　育児休業することを希望する従業員は、原則として育児休業開始予定日の１ヵ月前　（第３条第３項および第４項に基づく休業の場合は２週間前まで）に育児休業申出書により管理業務部長に申し出るものとする。

②　育児休業開始予定日の繰上・育児休業終了予定日の延長及び育児休業の撤回を希望する場合には、所定の期日までに会社指定書面により、直ちに上長に申し出るも　　のとする。

③　会社は育児休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提出を　　求めることがある。

④　育児休業申出書が提出されたときは、会社は速やかに申出者に対し、育児休業　　の開始予定日および終了日等について書面にて通知するものとする。

⑤　申出の日後に申出に係る子が出生したときは、申出者は、出生後２週間以内に　　上長に育児休業対象児出生届を提出しなければならない。

（育児休業の申出の撤回）　

第　５　条　育児休業申出後に当該育児休業申出に係る子を養育しない事由が生じた場合は、　　　　　遅滞なく管理業務部長に申し出るものとし、併せて育児休業申出撤回届を提出する。

（育児休業中の処遇・取扱い）

第　６　条　育児休業期間中は休職とする。

②　育児休業期間中の賃金は支給しない。


月の途中において育児休業が開始する場合および育児休業が終了する場合は、　　　　　　　その月の賃金は、賃金規程第４条の規程により、日割り計算によって支給する。

③　賞与については、賞与支給対象期間のうち育児休業期間を欠勤扱いで算定した　　　出勤率に基き支給する。

④　社会保険の被保険者資格は育児休業期間中も継続する。

⑤　賃金規程第５条の賃金より控除する項目については、毎月賃金支給日に本人に　　　請求し、本人は翌月１０日までに会社に払い込むものとする。

（復　　職）

第　７　条　育児休業終了後は、原則として現職に復帰させることとする。但し、本人と協議のうえ他の職場、職務に配置することがある。

（年次有給休暇）

第　８　条　年次有給休暇については、育児休業終了後に就業規則に基き、付与するものとし、　出勤率は、育児休業を取得した期間についても、出勤したものとして算出する。
（勤続年数の算定）

第　９　条　育児休業期間は勤続年数に算入しない。

（子の看護休暇）

第　10　条　小学校入学前の子を養育している場合、負傷または疾病にかかった当該子の世話を　し、または当該子に予防接種もしくは健康診断を受けさせるために、就業規則第１８条に規定する年次有給休暇とは別に、１年間につき５日（当該子が２人以上の場合に
は10日）を限度として、看護休暇を取得することができる。この場合の１年間とは、１月１日から１２月３１日までの期間とする。但し、次の従業員は対象外とする。

１．勤続6ヵ月未満の者

２．週の所定勤務日数が２日以下の者

②　看護休暇を取得しようとする従業員は、子の看護休暇申出書により管理業務部長          に申出るものとする。

③　看護休暇における処遇については、第６条同様に取り扱うものとする。

④　看護休暇は、１日、半日、1時間単位で取得することができる。
⑤　1時間単位の看護休暇は、始業時刻から連続又は終業時刻まで連続して取得することができる。

（所定外労働の免除）

第　11　条　満3歳未満の子を養育する従業員が管理業務部長に申出た場合、会社は、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、所定労働時間を超える時間外労働を命じないものとする。

（時間外勤務の制限）　

第　12　条　小学校入学前の子を養育する従業員が管理業務部長に申出た場合、会社は、事業の　　　　　正常な運営を妨げる場合を除き、１ヵ月24時間、１年間150時間を超える時間外労働を命じないものとする。

（深夜業の制限）

第　13　条　小学校入学前の子を養育する従業員が管理業務部長に申出た場合、会社は、事業の正常な運営を妨げる場合を除き、深夜労働を命じないものとする。

（所定労働時間の短縮措置（育児短時間勤務））

第　14　条　満３歳未満の子を養育する従業員が管理業務部長に申出た場合は、従業員は所定　　　　　  労働時間を６時間(1時間半の短縮)とする育児短時間勤務をすることができる。

②　短縮後の所定労働時間は実動６時間とする。但し、当該従業員の申出により、　　　　　　実動７時間40分までの範囲で、30分単位での勤務延長を認めるものとする。

・勤務延長：30分、1時間、1時間30分から選択可

③　当該従業員が希望する場合には、第2項の始業・終業時刻を30分単位で変更でき　　るものとする。

④　短時間勤務期間は、所定内賃金を時間給換算した額に実働時間を乗じた額を支給　　する。

⑤　賞与は、賞与支給対象期間のうち、勤務時間短縮部分を除いて算出した出勤率に　　　　　　基づき支給する。

⑥　勤続年数の取扱については短時間勤務期間の実働時間を日数に換算して、勤続年　　数に通算する。

⑦　育児休業を取得する要件を満たしている従業員が、休業に代えて申出た場合も　　本条と同様の扱いとする。

（各種免除･制限、短時間勤務の申出）

第　15　条　第11条から第14条における申出については、次の者は対象外とする。

１．勤続満１年未満の従業員

２．週の所定労働日数2日以下の従業員

②　各種制限または短時間勤務を申し出る従業員は、その期間について、以下の範囲　　内にて、原則としてその制限または短時間勤務を実施する１ヵ月前までに、所定用　　紙にて管理業務部長に提出するものとする
・第11条、第12条、第14条の申出：１ヵ月以上１年以内

・第13条　　　

　　　：１ヵ月以上６ヵ月以内


　③　次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、各種制限および短時間勤務
　　期間は終了する。

１．子を養育しないこととなった場合（子の死亡、養子の離縁または養子縁組　　の解消、子の別居）

子を養育しないこととなった日
２．第11条、第14条において、子が満３歳に達した場合

子の３歳の誕生日の前日

３．第12条、第13条において、子が小学校に入学する前日に達した場合

小学校入学式の前日

４．従業員本人について、産前産後休暇、育児休業または介護休業が始まった　場合

産前産後休暇、育児休業または介護休業の開始日の前日

（育児休業に関するハラスメントの防止）

第　16　条　すべての従業員は第１条から第１５条の制度の申出・利用に関して、当該申出・利用する従業員の就業環境を害する言動を行ってはならない。

②　前項の言動を行ったと認められる従業員については、就業規則４８条に基づき、　懲戒処分を行う
（その他）　　

第　17　条　その他、この制度に定めのない事項は、「育児・介護休業等に関する法律」に準拠　するものとする。
PAGE  
5

